
(41)

英 語 教 育 の 問 題 点

脇 田 勇

序

過 去100年 に わ た るわ が 国 の英 語教 育 の来 し方を 回顧 してみ ると,当 初

の そ れ と今 日のそ れ との間 に は,格 段 の差 異 の あ る こ とが 認 め られ る し,近

代 国 家 へ の デ ビ ュー と平 行 して,英 語教 育 の歴 史 的変 遷 が起 って きている と

言え るので あ る。いわゆ る英学 隆盛時代を創 り出 した人 々は,近 代 国 家 と し

ての お くれ を 取 戻 す ことに専 念 し,英 文 学 とか 英 語 学 とか い う学 問 を通 して

言葉 としての英語 を研究す るよ りは,そ の言 葉 自体 を通 して文 化 内容 の摂 取

に孜孜 として努力す ることが先決問題 であ ったた めに,語 学 に堪 能 な る人 々

は 政 治 家,教 育 家,宗 教 家 で あ り,あ るい は哲 学,法 学,史 学,博 物学,工 学

等 の分 野 の碩学 達 で あ った。 英語教育は専 ら 七ranslationmethodに よっ て

いた わ け で あ るが,欧 米 に お い ては マ ール ブル ヒ大 学の英文学教 授Wilhelm

Vietorが1882年(明 治15年)DerS勿 αo勧魏 粥oん≠mussumkehγenと い う

小 冊 子 に よって 外 国 語教 授 改革 の狼火を あげ,語 学 教 授 は発 音 教 材 か ら始 め

ね ぽ な らぬ と主張 した。Vietorの 主 張 は 英 国 のH・Sweet,デ ンマ ー クの0・

Jespersenに 支持 され,や っ と外 国 語教 授 の近 代 的 方 向づけが な されたので

あ る。わが国では外山正一 の 『英語教授法』が 明治30年 に 出 て い る し,ま

たわ が 国英 語 教 育 界 の元老 岡倉 由三郎は,『 外 国語 最 新教 授 法』(明 治39年),

『英 語 発 音学 大綱 』(明 治39年),『 英 語教 育 』(明 治44年)等 の 著 書 に よ っ

て英 語 教 育 の 改 革 に 先鞭 をつけ てい る。大正 末期にな って文部省顧問 と して

HaroldE.Palmerが 英 国 よ り来 日,ThelnstituteforResearchinEnglish

Teachin9に よ って,わ が 国 の英 語 教 育 に 貢献,directmethodの 普 及 につ
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とめたのであるが,必 ず しもめざましい 成果を あげなかった。 その主たる

原因は,欧 米文明の吸収 に 専念 した英学の余韻 が 残 ってお り,英 語教育を

recognition,productionの 両面か らとらえようとす る意欲に欠けていたこと

に帰因す る。 しか し,彼 のまいた近代化の種は必ず しも多 くの実 りを もた ら

さなかったとしても,改 革案の理論が浸透 していたため,第 二次大戦の終了

後,主 として渡米留学生を通 して移入 されたoralapproachを 抵抗な く受け

入れ ることができたのである。黎明期の混沌状態は整理 され,是 正されて,

世界にも稀な位,教 授法の理論研究 と実践に専念,め ざましい視聴覚教材 ・

教具の開発をな しとげた ことは,わ が国のあ くなきエネルギーを象徴するも

のと言えよう。

教授法の近代化,視 聴覚教材 ・教具の発達をもた らした大きな原動力は,

外国語の学習はsPokenlanguageか ら始め らるべ きであるとい う近代言語

学の理論か ら出てきているのである。 しか し,こ とほど左様に教育効果をあ

げていない事実を無視することはできない。教育効果を阻害 している幾多の

原因が考えられる。即ち教師 自身の語学力の不足,教 授時間数の不足,教 師

の負担過重,生 徒の質の低下,多 人数教育等である。また中 ・高 ・大のカリ

キ ュラム上の間隙,大 学入試の問題,大 学教養課程の英語教育の在 り方等 も

常に繰 り返 され る論点である。将来の解決に待つべ き問題が山積 していると

言 っても過言であるまい。

英語教育に二つの面のあることは しば しば指摘 される。第一は英語を学

習す ることによって新 らしい思考様式を掴む ことであ り,第 二は英語を手段

として広 く,知 識,思 想,意 志な どの交流をはか ることである。 しか し,こ

の両面は実は根本において一つのもので,技 術 としての英語力を修得する過

程において,教 養を身につけるわけである。 これは別の表現を用いれぽ,実

用価値 と教養価値 とい うことである。教養 と実用の二種類の英語があると考

えるのは誤 りで,学 習 した英語が実用的に役立てぽ実用英語を学習 したこと

にな り,教 養を高めることに役立てぽ教養英語を学習 した ことになるわけで
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あ る。 どちらに役立てるかは学習者 自身の問題であるか ら,学 校教育として

の英語教育は,将 来如何なる方面に も必要 とされ る基礎能力の滴養につ とめ

ることが本す じであろう。

日本人の一般的短所であるが,新 奇なるものにわれ先に飛びついて行 く

が,徹 底的に理論の追求 もせず,い い加減の実践で放棄 して しまう傾向があ

る。oralapproachの 教授法を唱導する人 々は,こ れ以外に教授法なしと盲

信 しているきらいがあるが,教 える教師はそれぞれの個性をそなえた人間で

あることを考える時,基 本的に理論の妥当性は認めるとして も,現 場の実践

には,教 師 の 創意 と工夫が もり込まれ,補 助手段 としてaudio-visualaids

を利用 した独 自のプラソを編み出すことこそ望 ましいと思われ る。

「英語教育改善協議会」の答申に もあるごとく,英 ・米 の 母国語 として

の英語 としてでな く,事 実上の国際語である英語の学習を通 して,わ が国の

若い世代に国際理解,国 際交流,国 際協力の精神を滴養す るとともに,そ の

ための基礎的技能を修得させ ることを忘れてはならない。英語能力を持つ こ

とは,特 別なタレントではな く,一 般的な教養 とい う時代に入 ったことを認

識す ることが肝要である。

さて,山 積 している英語教育に関す る問題点の中か ら,数 点を取 りあげ,

愚見を述べてみたい。

(1)英 語科教員養成課程の充実拡大

英語教師の資格 として基本的に求め られ るものは,英 語そのものに関す

る十分な学力 と,そ の英語を教授する内容方法に関する専門知識とである。

前者について 問題のあることは 言をまたないが,後 者についても,免 許法

施行規則第3条 によると,「教科に関す る専門科 目」は中学2級 の場合16単

位,高 校2級 及び 中学1級 の場合は更に16単 位,及 び 「教職に関する専門

科 目」が必修になってお り,中 学1級,高 校2級 の場合次のように履習す る

ことが求め られる。



(44)

教 育 心 理

教 育 原 理

教 科 教 育 法

道徳教育の研究

人 交 研 究 第35輯

灘 警享:罰
3単 位 教 育 実 習

2単 位(中 学のみ)

3単 位

2単 位

問題は関連諸科学 の 研究成果が,こ の中 に 反映され得るか とい うこと,及

び教科教育法,教 育実習はこの程度 の 単位数 で 果 して満足の行 く程度まで

教授 し得るか どうか とい うことにある。教職関係の ものは しば らくお くとし

て,専 門の英語に関する単位は甚だ少ない,し か もその内容は英文学6,英

語学6,英 会話及び英作文4で,そ の内容について余 りに も曖昧である。勿

論多 くの大学では二十以上を卒業必修単位 としているが,免 許資格としては

これで十分 となっている。昭和36年 の 文部省令によって,従 来英語学の中

に含むとされていた英会話及び英作文を独立 して4単 位を取得 しなければな

らぬとしたのは大きな進歩であった。これは昭和35年12月15日 当時の荒木

文部大臣に答申された,市 河三喜氏を会長 とする 「英語教育改善協議会」の

勧告によって実現されたことは衆知の事実である。 しか し,大 学における英

会話 ・英作文の授業は一般に不十分であ り,英 文学 ・英語学に関 しても何を

どの程度教授す るかは大学の 自由な判断にまか されているので,甚 だ格差が

あ り,中 学校の英語教育 としてさほ ど必要でない中世英語や古典文学の履習

は したけれ ど,直 接明 日か らの現場に関係の深い現代英語の構造や文法に関

す る知識及び運用能力に欠ける英語教員が養成 されている現状は望 ましい も

のとは言えない。筆者の考えでは,中 学校の英語教師こそ英語教育について

の識見 と卓絶せ る教授能力を持 った ものでなければな らぬことを強張 したい

のであるが,現 行の免許法に関す る限 り,こ の理想は達せ らるべ くもない。

望 ましい英語教師は教育者 としての確固たる使命感を持たなければなら

ないであろ うし,自 己の職責についての認識を持たねぽならぬ し,又 自己の

方法 とその成果について絶えず反省,研 究を しなけれぽな らぬことは当然で

ある。また教養の背景 としては,現 代の英語教育が英 ・米の母国語として英
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語 とい うものか ら国際語 としての英語の教授 というとらえ方に立てば,人 文

科学 のみならず,社 会,自 然の諸科学についての関連知識を持ち,生 徒の語

学的訓練がただ単に語学力の修得に とどまらず,想 像力,思 考力が養成 され

るよう努力す る教師でな くてはな らぬ。 よい英語教師は専門教科についての

十分な基礎知識と応用能力を持たなければならぬ。生徒に対 して,英 語の四

技能すなわち聞 く,話 す,読 む,書 く能力の養成をこころざす教師は,自 身

がその能力の保持者でなければな らない。現代英語教育は,特 に第二次大戦

後,spokenlanguageを 重視す る現状か ら,教 室内に英語的雰囲気を醸成 で

きる能力の持主であることが望 ましい。さて以上のような英語教師像の実現

には,ど のような方策が望 まれるか。問題点は多岐にわたるが,最 も重用 と

考慮され るものを数点あげたいと思 う。

A.現 行カリキュラムの検討

一・応義務教育の中学校の レベルに限定 して考えてみると
,英 語の入門期

指導に必要な,言 語学的,英 語学的基礎理論,こ とに英語音韻論,発 音

学,統 語論,形 態論,言 語本質論や 日・英両語の比較の問題,意 味論な ど

を,英 語教育 とい う観点を重視 し,応 用の方法を示唆 しつつ与えて行 く必

要がある。英 ・米文学の作品研究 も,単 に教材 としての語法の用例 として

扱 うのでな く,作 品中に結晶 している人生体験の意味を,将 来感動 ととも

に生徒に教 えうる能力の滴養を含む ものであ りたい。英語教育の周辺的教

養として,英 ・米文化の背景 となる歴史,社 会制度や風物についての知識

が系統的に与え られ,ヨ ー冒ヅパ文学についても一応の概念を持ち うるよ

うな配慮 もなされ るべ きである。

何 よりも重要 な 点 は 英語科教育法3単 位,実 習2単 位 とい うことであ

る。 よい英語教師になろ うとするものは,教 育の理論 と実践について,十

分な研鑛の機会が与え られるべ きである。教員養成大学はさておき,併 置

の教職課程にあっては,単 に単位を満すだけの形式的なものになっている

ことは否めない。実習の場合を取 り上げても,現 場教師による授業の 「観
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察参加」によってすませ,一 度も教壇体験を持たず免許が与 えられるケー

スも無 しとは言えない。教師 としての自覚と自信を持たされ るのは,実 習

の場においてであることを考えると,そ の指導 と実習計画について再考の

余地あ りと愚考するものである。また教育法の場合は,英 語教育の理論的

基礎づけには じまって,種 々な レベルの英語教育の姿の考究,教 材論,方

法論,関 連諸科学 との提携の問題を取 り上げて行 くべきである。英語学,

英 ・米文学,英 語史,言 語学,教 育 ・心理学は勿論,言 語心理学,教 育方

法学 ・電子工学,そ の他,語 学教育 に 寄与をなすべ き新 しい学問 の 成果

を,い かに利用す るかによって,従 来経験や勘に委ね られていた英語学習

の能率や効果の面が,あ る程度教師の手の届 く範囲内に もた らされれば,

教師養成は一歩前進を とげる結果 となるであろ う。

B.英 語教師の再教育

先年,東 北大学の安井稔氏が 『現代英語教育』誌上で 「英語は誰が教え

ているか」 とい う一文を発表 した。その趣旨は次のような ものであった。

よい英語教師は現実の大学に よって造 られていな くて,そ れは大学か ら教

育の現場にはき出された教師 自身の 自己研習におおむね託 されているとい

う。

前述の 「英語教育改善審議会」の答申 の 習年すなわち昭和36年 より文

部省はじめ各都道府県教育委員会は教師の現職教育5力 年計画を実施 し,

引続 き第二次の計画を実施中である。 この現職教育に当初 より参加 した経

験か ら感想を述べると,参 加者の人数の制限,期 間の制限,適 当な指導者

の獲得,参 加者の費用の問題,予 算上の問題 といろいろな欠陥が内在 し,

聞 く話す訓練 とい うしぼられた目標についての多少の効果はあった し,受

講者は何が しの刺激を うけて現場に戻った ことは事実であろ うが,薯 るし

く所期の 目的を果 した とは言えない。

民間に もELECを は じめ,BritishCouncilそ の他が英語教員再教育の

機関を常置 し国内各地で講習会 を 開いているし,近 くBerlitzSchoolも
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開校の噂がある。 これ らの民間団体は,英 語教師の再教育計画 とは何 ら有

機的なつなが りを持 っていない。昭和36年 の秋Reischauer大 使は平和部

隊を利用 してわが国の英語教育援助の具体案を提示 した ことがあったが,

政治的反発か ら実現には至 らなかった。 氏は41年 離 日に当 り,再 び英語

教師再教育の必要性を強張 していた。その根拠には,国 際社会におけるわ

が国の重要性を認め,そ の指導的発言 を 期待 していることを 述べている

が,そ の障害は語学力の不足であるとす るどく弱点をついている。

昭和25年 頃か らGARIOA,Fulbrightの プログラムによる渡米留学の

道がひ らけ,さ らにハ ワイ大学の東西セ ソター,BritishCouncilの 留学生

が続 々と帰国 し,そ れ らの留学生は,新 しい言語教育の理論を持帰 り,わ

が国の英語教育に大いに実 りを もた らした ことは事実である。さらにわれ

われの大学の所在する北海道においては,知 事の英断に より,英 語教員の

海外留学の制度が予算化され,第 一回目の留学生が本年9月 出発 した。英

語教師が,英 語を母国語 とす る国家にあって,膚 身でその風物に接するこ

とは絶対必要なことであるし,意 義の深い ことは何人も異論はないが,た

だこの機会を与えられる人間は,あ くまで も数の制限があるし,英 語教員

全部をカバーす るなどは財政的に不可能な夢物語であろ う。安井氏のい う

自己研習をより効果あらしめるためにも,何 らかの施策が望まれて くる。

筆者の提案 したいのは,例 えぽ北海道 とい うような大 ブロックに常設の

「英語教育セ ソター」を 設置す ることである。 どの教科の教師でもそ うで

あるように,英 語教師も,現 場の体験を何年か経て,は じめて英語教育の

問題点を意識 し,か つ自己の教養の欠陥に気付 くものである。 このような

問題意識を持 った教師が再び研習の機会を得ることが出来れば,意 欲的に

能力の練磨に意をそそ ぐ事は火を見るよ り明らかである。詳細な計画を立

てているわけではないので,一 体財政的に どの位いの予算が必要かは断言

できないが,外 国留学生の費用 と同額を これに与えた場合は,お そ らく相

当多数の教師にその機会を与えることが出来るはずである。構想の一端を



(48) 人 文 研 究 第35輯

述べ る と,先 ず 最少 限30人 位 の数 を 収 容 出来 る宿 泊 の設 備 を持 ち,英 語

教 育 に必 要 な和 洋 図書,LLそ の 他 の視 聴 覚教 材 ・教具 が あ り,指 導 主 事

が 常駐 し,consultuntと して英 語教 育 法 の理 論 ・実 践 に通 暁 したnative

speakerを 得 る こ とが 出 来 れ ぽ 理想 的で あ る。主 と して聞 く,話 す 演練 を

目的 と し,有 能 な外 国人 教 師 が そ の指 導 に 当 る。 と同時に,地 域 の大 学 教

官 が積 極 的 に 協 力参 加 し,時 に は文 学,語 学 の専 門的 教 養 を も併 せ て与 え

る とい うことになれぽ,や や もす れ ば 単 調 に な りが ち な実際面のdrillに

変 化 を持 た せ る こ とが可 能 で あ る。最小限2～3ヵ 月 の滞 在 が 要 求 され,

そ の 費用 は全 額 道 の負 担 とす る。なお,道 と して派遣 した 留学 生 には,こ

の セ ソタ ーに おい てassistantと して指 導 に 当 る こ とを義 務 づけ るこ とに

よって,そ の恩 恵 を還 元す る とい うこ とにすれぽ,投 資 した 費 用 の効 率 的

な 回収 に もなろ う。 しか し,以 上 は あ くまで もヴ ィジ ョ ソの域 を脱 しない

ゆ えに,実 現 に 取組 む 段 階 に なれ ば,詳 細 な検 討が 必 要 で あ ろ う。 しか し

現に 「理科教育 セ ソター」 な ども設置 されてい る し,も し地 域 社 会 がそ の

必 要 度 を 認 識す るよ う啓 蒙が徹底すれ ば,設 備費 の一 端 は募 金 に よる こ と

も考 え られ る。 しか し,施 設 完 了後 の運 営 は,道 の 予 算 措 置 に よ って賄 わ

れ て行 か なければな らない。

(2)大 学 の英語教育

今ここで考えようとす る英語教育は,大 学の一般教育 としての英語教育

で,英 ・米文学専攻,も しくは教員免許状単位科 目としての英語をさす もの

ではない。中学校,高 等学校には学習指導要領なるものがあって,教 授上の

目標,内 容,指 導計画作成及び指導上の留意事項についての大綱が示されて

あ り,教 科書は以上の指導要領に準拠 して編纂され,一 応カ リキュラムの整

備がなされている。 これに比較すると大学の一般英語は何等の基準がな く,

まさに無政府状態 とい うべ く,能 力のゴールについての具体的位置づけ もな

けれぽ,何 を どの程度にやるかはまった く教官一人一人の 自由にまかされて



英 語 教 育 の 問 題 点 (49)

い る。第一の外国語については8時 間 とい う基準があるのみである。中等教

育に携わ っている教師が5万 数千人,大 学の教師は約1万 人位であろ う。中

等学校ではほ とん ど全部の学生が英語を学び,大 学で も同様である。中学 ・

高校 ・大学 と10年 の 年月を費 しても,結 果的には余 り実力をつけていない

現状に対する世評,特 に英語能力を必要 とする実業界,学 界か らの批判は厳

しい。大学の英語教育においても,中 ・高における如 き目標の設定がなされ

るべきであるし,も し可能ならば,中 ・高 ・大と一貫性をもった教育の流れ

が実現すれば,よ り効果があがることは事実である。いまだに中 ・高の間に

多少のギ ァヅプがあろ うし,高 校 と大学には,ほ とんど無策 といってもよい

位い連係がとられていない。世評をあびると両老は互いに責任の転化にのみ

努力す る姿は,わ が国の将来のために憂 うべ きことであ る。後述の入試制度

一つをと りあげても
,将 来に残 された問題が山積 している。 目標が明確にさ

れて,は じめてその目標達成のための有効な手段,す なわち教授の方法 も打

ち出されて くるのではないであろ うか。

お くればせなが ら大学基準協会が 「外国語教育研究会」を作 って研究を

は じめているし,「 大学英語教育学会」 も発足 し,ぽ つぽつ 研究をは じめて

いるが,必 ず しも明確 な結論に到達 していない。文部省 自体 も,こ の点に関

しては,ま った く大学側の自主的な判断 と良識に信頼 し,何 の制約 も与 えて

いない。 しか し,大 学外か らの批判を待つ迄 もな く,大 学 自身が一一般教育 と

しての英語教育が もう少 し何 とかな らぬ ものか とい う反省期に入 ってい るこ

とは事実である。世界はcommunicationの 手段の発達 ・開発 とともに距離

が短縮 され,外 国人と直接交渉を持つ機会が急角度に上昇 しているにもかか

わ らず,意 志疎通の手段 としての英語の駆使に,欠 点を暴露 しているケース

が余 りにも多い。政治上,経 済上,学 問上の国際会議において も語学力の不

足のため,後 れを とっている場合の多いこともしぼ しぼ指摘 されている。語

学教育には,便 宜的に,教 養的価値 と実用的価値の二つの分野を設定 してい

るが,少 な くとも大学の英語教育は中 ・高の学習の積上げとして,あ る意味
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の完成期 と考えるな らば,た だ しゃべれ るとか,本 が読めるとい うものでな

く,教 養 ・実用の両面が混然一体 となって能力が発揮されるよ うな姿が とら

れるべきである。実用方面は,理 解,運 用の2面 に分けて考えられ,一 つは

広 く海外の文献を正確,迅 速に読 解す る能力の滴養であ り,こ れは専門課程

に対す る準備 となるとともに,広 く国際的識見を養 う基礎 ともなる。 もう一

つは運用能力を養 うことで,知 識の吸収 とともに,発 表能力を練磨す ること

である。これは個人 としても,国 家 として も,国 際理解,親 善 と人類文化の

向上に必須のことである。教養方面では一つには,異 質の国語を学ぶ ことに

よって,新 しい思考方法を学ぶ ことが出来,こ の訓練を通 して翻訳に よって

は得 られないものが把握で きるとい うことである。これは言語への関心 とな

り,言 語感覚を鋭敏にし,自 国語 との対比によって,自 国語の認識とその将

来に対 して,よ り広 く高い立場か ら批判力を持つことに もなるのである。

さて現代の大学のかかえている問題点の主な ものを取 り上げ,そ の対策

に関す る卑見を述べて見よう。

A.ま ず大学進学者の激増 と進学以前の問題である。旧制大学における語学

力 と現在の大学のそれとは比較すべ くもない。大学入学者は,語 学の試験

を受けて入学 してき轟 とは言え,そ の語学力は千差万別で,し か も中 ・高

において十分な基礎訓練を うけてないものも多い ことか ら,指 導上に幾多

の問題がおこる。第一の外国語の8単 位 とい う基準単位は どう見て も少な

く,教 官定員が許すならば少 くとも10単 位以上の履習が望 ましい。内容的

には,生 きた現代語に熟達 させ ることを 目標 とし,読 む訓練に重点がおか

れ ることは当然であるが,聞 く・話す ・書 く訓練 も同時に行なわれるよう

配慮 されなければない。か りに英語の技能を4つ に分けて考えるが,実 は

有機的連関を持 っていることは誰 しも認めていることである。如何なる内

容のものを どの位時間かけて教授するかは,そ れぞれの大学の立地条件に

よって差異が生 じることは否めないが,教 官相互間の密接なcooperation

に よって,緻 密な年次計画をたてることが必要である。第二の外国語につ
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いては,選 択の範囲をできるだけ拡張 し,英 ・独 ・仏のみに集中せず,時

代の要求に従 って露 ・中 ・スペイ ソ語が選べ るようにすべきである。

B語 学教育は1ク ラスの学生数が少ないほ ど教育効果があが ることは申す

迄 もないが,こ れ も学生定員に対する教官定員が余 りにも少ない現状か ら

理想実現にはなお道遠 しの感が深いが,一 般に50人 クラスは少数の方で,

7,80人 に 及ぶ場合の例は珍 しくない。こ うなると,学 生一人一人を訓練 、

することは不可能に近 く,い きおい教師 の 独演 に 傾 くことはやむを得な

い。その際においても,ク ラスを半分に分けて,一 方が教師の指導を うけ

ている間,他 の 半分はLLも しくはhearingroomで 聴取練習をさせる

とい う方法で,か な り効果を期待することができる。 また大学において使

用 しているテキス トの80%位 は 文学教材であることは,今 後相当考慮を

払わねばな らぬ点である。文学の講読のみに終始せず,運 用方面の訓練に

も意をそそ ぎ,発 音訓練 ・作文 ・会話に当てる時間を逐次増加 して行 くこ

とが望 ましい。外国語学習の意欲を高めるような教材及び施設を各大学が

創意と工夫によって設けて行 くべ きであろ う。 もし運用能力の訓練が高校

段階までにある程度完成 していれば,大 学はさらに高度の内容をカ リキュ

ラムに組込むことが可能であるが,現 状はまった く違って,発 音 ・文型練

習のイロハの知識す ら持 っていない学生がいる限 り,い たず らに理想のみ

高 く持たず,基 礎能力の養成に努力 しなけれぽな らぬ期間は,こ こしば ら

くは続 くものと予想 される。

Cカ リキュラム編成に当っては,教 官相互の合議,協 力が必要なことは前

述の通 りであるが,教 官の持味を十分に発揮 した適正なスケジュールが組

まれ るべ きである。できれぽ外国人教師が常勤,も しくは非常勤 としてい

ることが望ましい し,こ の場合も,外 国人に クラス経営を一任す るのでな

く,教 材の選択,授 業方法,評 価について情報の交換がなされ るべ きであ

ろ う。 またます ます開発 されつつある視聴 覚教材 ・教具の利用を心掛け,

nativespeakerの 代用,も しくは教官の過重負担の軽減を実現 して行 くこ
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とこそ今後の課題である。 この場合においても,LLに 入れておけば運用

能力は万全であるとい う安易な態度をあ らため,実 情に合致 したその大学

独 自の プログラム,テ キス ト編集がなされなければならない。

D.ち なみに小樽商大における外国語履習の実態を述べて,ご 批判を仰 ぎた

いo

(a)昭 和41年 度 生 以前

第 一 外 国語(英 語,全 学 生 必 修)

1年7単 位(週7時 間)2年6単 位(週6時 間)計13単 位

(専 任 教 官 一 日本 人6人,外 国 人1人,助 手1人)

第二 外 国語(仏 ・独 ・中 ・露 ・ス ペ イ ソ語 の 中1つ)

1年4単 位(週4時 間)2年4単 位(週4時 間)計8単 位

(専 任教 官 各1名 ず つ)

英 語 履 習 単 位 の 内容

1年oral(2単 位,LL併 用)講 読(2単 位,作 文 を含 む)

講 読(2単 位)LL(1単 位)

2年ora1(2単 位,LL併 用)講 読(2単 位,作 文 を含 む)

講 読(2単 位)

この 外 の 開講 科 目

英 文 学1,ll(各4単 位,免 許 状 単 位)

英 語学1,皿(〃,〃)

上級 英 語1,ll,皿1,N(〃,〃)

英 語科 教 育 法(3単 位,〃)

教 育 実 習(2単 位,〃)

英 文 学,英 語学,上 級英 語 は一 般学 生 の聴 講 許可

(b)昭 和42年 度 生 以降

学 内全 体 の カ リキ ュラ ムの再 編成 が 行 なわれ,英 語 は10単 位 とな っ

た 。
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1年4単 位,2年4単 位,3年2単 位 計10単 位

41年 度 まで と 変 った 点 は,専 門課 程 に 入 る と語 学 学 習 か ら遠 ざか る

傾 向を 防止す るため,3年 次 まで延 長 した こ とで あ る。 な お,内 容 に つ

い て は下 記 の通 りで あ る。

1年oral(2単 位,LL併 用)講 読(2単 位)

2年 講 読(2単 位)講 読(2単 位,速 度 に よ る多 読)

3年 ・ 講 読(2単 位,総 仕 上 げ と して高 度 の 内容 を要 求)

本学 はLLを 昭 和36年 に設 置 し,フ ル に利 用,正 規 の 授業 以 外,自

由 演習 の時 間 も設 定,学 生 は テ ー プ ・ライ ブ ラ リ ィか ら好 みの教材 を選

択履修 させ てい る。幸い常勤 の外国人教師が確保 され,教 材 編 集 に は ま

た とな き協 力 者 とな ってい る。教官 も総 員7名 な ので 連 絡 もよ く,し ば

しぼ会 合 を持 ち,教 育 効 果 に つ い て の反 省 ・討 議 の機会を持 ってい る。

一般英語 の クラス編成 は ブ ース に 合わせ て48人6ク ラス と して運 営 し

て い る。

(3)大 学入 試の英語

大学入試はわが国の社会問題化 し,文 部省当局 も大学当局 も,ま た高校

側 も,真 剣にこの打開策の案出に頭を悩ましてい るが,目 下の所抜本的な解

決策は打出されていない。文部省はここ数年,高 校の内申書の重視,能 研 テ

ス ト及び進適の採用,無 試験入学,④ の標示等により,適 正な選抜を考えて

いるが,内 申書,④ の標示に関 しても,大 学 ・高校相互間の不信感が存在す

る現時点においては,急 速 な 解決方法 とはな り得ない とい うのが 実情であ

る。 しか し部分的にではあるが,大 学側における前進的な態度があらわれて

いることか ら判断す ると,近 い将来に何 らかの解決方法が一一般化 して くるも

の と想像 され る。

さて入試の英語についてであるが,一 般的に言って,大 学側に反省すべ

き点あ りと認めざるを得ない。 中 ・高の間 の 選抜方法にも過去幾多の問題
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があったが,討 議に討議を重ね一応軌道にのっていると言えるし,高 校側に

おける中学の実態把握は,ま ずまずできていると言ってよい。ひるがえって

大学側の高校についての認識になると,残 念なが らきわめて稀薄と言 うべ き

であろ う。毎年 出版 される文部省大学学術局編の 「学力検査問題作成の手び

き」にあ らわれた入試問題批判を見ると,出 題者側の良識を疑いた くなるよ

うな暴挙的な問題が散見 されることは,こ の間の消息を実証 している。高校

の指導要領やそれに準拠 して作製されている教科書に 目を通 した ことがある

のか疑いた くなるよ うな実例が必ずある。勿論,毎 年の批判によ り大部分の

大学は,そ の出題に十分配慮を加え,大 体の傾向として基礎能力をテス トす

る方向に向っていることは事実であろう。この際,入 試は落す試験とい う考

え方をせず,高 校の課程を真面 目に学習 して くれば,合 格点を とれるとい う

印象を与えることが望 ましい姿であると信ず る。ここで忘れてな らない こと

は,指 導要領 の 外国語科 の 目標には 「外国語の音声に習熟 させ,聞 く能力

及び話す能力を養 う。外国語の基本的語法に習熟 させ,読 む能力及び書 く能

力を養 う」 とあ り,四 技能をのばすことが謳われている。 現在hearingや

dictationの 試験を含めて入試を実施 している大学はきわめて少ない。 かか

る音声面のテス トは実施上技術的に手数がかかることは,過 去数力年 これを

行なっているわれわれの 大学 の 場合痛感 しているが,こ れによって高校側

が音声面の指導 に 一層の関心 を 持つ刺激になることを希望するとともに,

all-roundな 能力の試験 とい う狙いが根本である。 この点で一般的に大学の

出題は保守的であると高校側か ら批判 されても,黙 認せざるを得ない欠点を

持 っていると言えよう。 もし大方の大学が この方向に進んで行けぽ,高 校側

において も,指 導要領 の 目標通 りのあるべき姿 の 外国語教育が出来,中 ・

高 ・大と一貫 した英語教育の流れが実現できると思われる。入試廃止迄の漸

移過程 として,ぜ ひこの方向に進んで もらいたいものである。

(1967.10.31)




